
人事院規則11－10（職員の降給） 

 

平成21年３月18日制定 

 

 

（総則） 

第一条  職員（給与法第六条第一項の俸給表（以下「俸給表」という。）のう 

ちいずれかの俸給表（指定職俸給表を除く。）の適用を受ける者をいう。

以下同じ。）の降給については、別に定める場合を除き、この規則の定

めるところによる。 

 

第二条  いかなる場合においても、法第二十七条に定める平等取扱の原則、法

第七十四条に定める分限の根本基準及び法第百八条の七の規定に違反し

て、職員を降給させてはならない。 

 

（降給の種類） 

第三条  降給の種類は、降格（職員の意に反して、当該職員の職務の級を同一

の俸給表の下位の職務の級に変更することをいう。以下同じ。）及び降

号（職員の意に反して、当該職員の号俸を同一の職務の級の下位の号俸

に変更することをいう。以下同じ。）とする。 

 

（降格の事由） 

第四条  各庁の長（給与法第七条に規定する各庁の長又はその委任を受けた者

をいう。以下同じ。）は、職員が降任された場合のほか、次の各号のい

ずれかに掲げる事由に該当する場合において、必要があると認めるとき

は、当該職員を降格するものとする。この場合において、第二号の規定

により職員のうちいずれを降格させるかは、各庁の長が、勤務成績、勤

務年数その他の事実に基づき、公正に判断して定めるものとする。 

一 次に掲げる事由のいずれかに該当する場合（職員が降任された場合を除

く。） 

イ 職員の能力評価又は業績評価の人事評価政令第九条第三項（人事評価

政令第十四条において準用する場合を含む。）に規定する確認が行われ

た人事評価政令第六条第一項に規定する全体評語が最下位の段階である

場合（次条及び第六条第一項第一号イにおいて「定期評価の全体評語が

最下位の段階である場合」という。）その他勤務の状況を示す事実に基
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づき勤務実績がよくないと認められる場合において、指導その他の人事

院が定める措置を行ったにもかかわらず、なお勤務実績がよくない状態

が改善されないときであって、当該職員がその職務の級に分類されてい

る職務を遂行することが困難であると認められるとき。 

ロ 各庁の長が指定する医師二名によって、心身の故障があると診断され、

その故障のため職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えないことが明

らかな場合 

ハ 職員がその職務の級に分類されている職務を遂行することについての

適格性を判断するに足りると認められる事実に基づき、当該適格性を欠

くと認められる場合において、指導その他の人事院が定める措置を行っ

たにもかかわらず、当該適格性を欠く状態がなお改善されないとき。 

二 官制若しくは定員の改廃又は予算の減少により職員の属する職務の級の

給与法第八条第一項の規定による定数に不足が生じた場合 

 

（降号の事由） 

第五条  各庁の長は、職員の定期評価の全体評語が最下位の段階である場合そ

の他勤務の状況を示す事実に基づき勤務実績がよくないと認められる場

合であり、かつ、その職務の級に分類されている職務を遂行することが

可能であると認められる場合であって、指導その他の人事院が定める措

置を行ったにもかかわらず、なお勤務実績がよくない状態が改善されな

い場合において、必要があると認めるときは、当該職員を降号するもの

とする。 

 

（臨時的職員又は条件付採用期間中の職員の特例） 

第六条  各庁の長は、臨時的職員又は条件付採用期間中の職員が降任された場

合のほか、次の各号のいずれかに掲げる事由に該当する場合において、

必要があると認めるときは、いつでもこれらの職員を降格することがで

きる。 

一 次に掲げる事由のいずれかに該当する場合（職員が降任された場合を除

く。） 

イ 職員の定期評価の全体評語が最下位の段階である場合（条件付採用期

間中の職員にあっては、当該職員の特別評価の人事評価政令第十八条に

おいて準用する人事評価政令第九条第三項に規定する確認が行われた人

事評価政令第十六条第一項に規定する全体評語が下位の段階である場合。

次項において同じ。）その他勤務の状況を示す事実に基づき勤務実績が

よくないと認められる場合であって、当該職員がその職務の級に分類さ
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れている職務を遂行することが困難であると認められるとき。 

ロ 心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えないこ

とが明らかである場合ハイ又はロに掲げる場合のほか、客観的事実に基

づいてその職務の級に分類されている職務を遂行することが困難である

と認められるとき。 

二 第四条第二号に掲げる事由 

２ 各庁の長は、臨時的職員又は条件付採用期間中の職員の定期評価の全体評語

が最下位の段階である場合その他勤務の状況を示す事実に基づき勤務実績が

よくないと認められる場合であり、かつ、その職務の級に分類されている職

務を遂行することが可能であると認められる場合であって、必要があると認

めるときは、いつでもこれらの職員を降号することができる。 

 

（通知書の交付） 

第七条  各庁の長は、職員を降給させる場合には、職員に規則八―一二（職員

の任免）第五十三条に規定する通知書（以下「通知書」という。）を交

付して行わなければならない。ただし、通知書の交付によることができ

ない緊急の場合においては、通知書に代わる文書の交付その他適当な方

法をもって通知書の交付に代えることができる。 

 

（処分説明書の写しの提出） 

第八条  各庁の長は、職員を降給させたときは、法第八十九条第一項に規定す

る説明書の写し一通を人事院に提出しなければならない。 

 

（受診命令に従う義務） 

第九条  職員は、第四条第一号ロに規定する診断を受けるよう命ぜられた場合

には、これに従わなければならない。 

 

（雑則） 

第十条  この規則の実施に関し必要な事項は、人事院が定める。 

 

 

附則 

この規則は、平成二十一年四月一日から施行する。 
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「人事評価マニュアル（平成19年度職員用）」（長野県長野市）より抜粋 Ⅲ １
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（長野市）
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（長野市）
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26
27

「人事評価制度マニュアル（評価者編）」（熊本県人吉市）より抜粋 Ⅲ ２
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定型的な部門における目標設定の例（何を、いつまでに、どのように） 

              ※地方公共団体における実例を整理 

 

【市民課】 

 ・印鑑登録業務の統一的な事務処理を図るため、○月末までに過去に判断に窮した事例

や近隣団体の実例等の収集を行い、それらを基にした事務処理マニュアルを作成する。 

 ・○月末までにわかりやすくて見やすい住民向けガイド資料を作成し、説明時間の短縮

化を図ることにより、受付・交付事務を概ね○件／日処理できるよう迅速化を進める。 

 ・受付体制・機器整備に関する提案書について、関係職員との打ち合わせを○月末まで

に行い、問題点や手続きにおけるお客様の動き等を検証し、○月までに案を仕上げる。 

 

【社会福祉課】 

 ・ケースの状況に応じた生活保護世帯の訪問を月○件実施して、健康状態・収入状況等

を○月末までに確認し、生活保護世帯の自立助長のための指導を行う。 

 ・要保護児童等ケース進行台帳の作成に当たり、○月末までに対象児童の範囲や入力方

法、セキュリティ対策をまとめる。 

 ・扶助認定事務及び扶助適正事務の効率化を図るため、○月までに事務処理体制の見直

しを行うともに、地域の民生委員との連携を強化するため、○月、△月、×月に○回

程度、連絡会議を開催する。 

 ・障害児の補装具費支給決定事務など判定が困難なケースについて、○月末までに他市

の事例調査を行い、個別記録を整理し、事務作業を１件につき○日程度に短縮する。 

 

【介護保険課】 

 ・県の適正化計画に基づき、○月までに新たな給付適正化システム関連業務の運用を徹

底するとともに、○月末までにマニュアル・チェックリストを作成し、職員の業務レ

ベルの水準確保を図る。 

 ・高齢者健康教室の事業内容及び助成制度を○月の広報誌により広く周知し、○○課と

連携した○○の募集を実施することにより。参加者の前年比○％増を図る。 

 ・介護保険事業計画に基づく地域密着型サービス事業の適切な実施を図るため、事業者

の意向等関連情報の収集を行い、○月までに事業者の公募・選定事務を円滑に進め、

事務処理の進捗管理を定期的に課長に報告する。 

 

【納税課】 

 ・市県民税（特別徴収）について、○月末までに、事務所への電話・文書催告を行い、

滞納事業所数を○○件減らす。 

Ⅲ－４
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 ・平成○年度から新たに未滞納になった者に対し、年度末までに最低○日程度、電話・

文書催告等を行い、新規滞納者の前年度比○％削減を目指す。 

 ・現在、約○％である市税の口座による還付について、各支所○○課と集落単位の市税

の説明会を合同で行うことにより PRし、年度末までに△％以上向上させる。 

 

【建築指導課】 

 ・建築確認審査の処理期間短縮について、年度末までに、審査体制の見直しを行うこと

により、消防同意案件を除き概ね○日以内の処理を行う。 

 ・中高層建築物等の建築に関する建築紛争の予防を行うため、○月までに条例の内容を

わかりやすく説明したパンフレットを作成し、住民周知や説明の手続きに関する講習

会を隔月に開催するとともに個別相談に応じる。 

 ・○○地区の都市計画区域の設定を円滑に推進するため、○月までに住民説明会を開催

して住民の合意形成を図るとともに、○月までに市都市計画審議会への報告資料を作

成し、△月予定の審議会にかける。 

 

【住宅課】 

 ・市営住宅工事の品質向上を図るため、○月までに工程会議による定期的な打ち合わせ

を行うともに、週○日は現場での安全管理、工程管理、品質管理についてのチェック

を行い、工事成績を全てＢランク以上とする。 

 ・市営住宅工事の現場監理の徹底を図るため、やり直しや手直しが生じないよう、毎週

必ず工程会議等で請負業者及び監理者への伝達を行うことにより、現場での各段階確

認時における指摘事項を○項目以内にする。 

 ・市営住宅の家賃徴収の徹底を図るため、前年度の徴収率維持を目指し、○月までに滞

納者に対する督促状の発出や訪問徴収を行うとともに、○、△、×の長期滞納案件に

ついて法的措置の執行を行う。 

 

【環境衛生課】 

 ・各地域のごみ置場設置条件の不均衡を把握するため、○月までにごみ収集所台帳のデ

ータベースを完成させ、設置条件の見直しの是非について、部内で成案を得る。 

 ・不燃ごみの定期収集について収集ルールの統一及び明確化を図るため、○月までに市

での電話応対案件等を参考に整理した回収ルール案を作成し、全収集業者への説明を

行うとともに、意見を聴取し、成案を作成して遵守の徹底を図る。 

 ・○月までにごみ減量ポスターを作成し各自治会へ配布するとともに、○～○月の間に

重点地区の設定及び説明会を実施し、減量に対する啓発運動の積極的推進を行い、組

織目標であるごみ排出量の対前年比△％減の達成を図る。 
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【下水道課】 

 ・公共工事のコスト縮減を進めるため、○月末までに近接工事の一括発注や工事積算時

における使用材料及び新工法の検討結果の整理を行い、予算額を○％縮減する。 

 ・下水道水洗化率の向上を図るため、○月末までに旧町村部の下水道未接続世帯情報の

統合を行って現状を把握し、HPでの広報記事を作成・掲載するともに、半期毎に未接

続世帯に対し接続促進に関する文書・パンフレットの発出し、接続率の対前年比２％

上昇させる。 

 ・浄化槽補助金に係る事務処理の迅速化を推進するため、○月末までに受付台帳のデー

タベースを行い関係情報の集約を行い、申請書から決定通知文発出までの事務処理を

原則○週間以内に行う。 
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評価結果のフィードバック（開示内容・方法等）の例 

 

※地方公共団体における実例を整理 

 開示内容 開示方法等 【参考】（H19 の状況）

評価結果の給与への活用 

団体Ａ 

 

評価シート（一次評価）

を開示。（課所長級以上

は最終評価も開示） 

面談の際に評価シートを

開示。 

昇給・勤勉手当ともに管理職

以上に対して実施。 

団体Ｂ 評価シート（一次評価・

二次評価）を開示。 

評価シートを全職員に送

付（面談も実施）。 

昇給・勤勉手当ともに管理職

以上に対して実施。 

団体Ｃ 総合評価結果及び各評価

項目の評語を開示。 

希望者には評価シートの

写しを交付。 

希望者のみ二次評価者が

面談時に開示。 

 

昇給・勤勉手当ともに全職員

に対して実施。 

団体Ｄ 総合評価結果及び各評価

項目の評語（二次評価）

を開示。 

開示希望者及び開示を行

う必要があると判断され

る職員に対し開示。 

勤勉手当について全職員に

対して実施。 

団体Ｅ 総合評価結果のみ開示。 昇給・勤勉手当の成績区

分決定時に評語を通知。

昇給・勤勉手当ともに全職員

に対して実施。 

団体Ｆ 総合評価の結果、自己評

価との乖離が大きかった

評価項目の評語を開示。 

面談時に口頭で開示。 

管理職以上には総合評価

結果を通知。 

昇給・勤勉手当ともに管理職

以上に対して実施。 

団体Ｇ 最終評価の各評価項目の

評語を開示。 

面談時に口頭で開示。適

切な助言等を行うよう評

価者へ徹底。 

昇給・勤勉手当ともに全職員

に対して実施。 
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地方公共団体における苦情対応の例 

※地方公共団体における実例を整理 

 

団体 A 団体 B 団体 C 

苦情相談 

の体制 

人事課及び各部局人事担

当課に苦情相談員を設

置。各部局での相談が原

則。 

基本的に人事課で対応。 各部局人事担当課で対応。

苦 情 相 談

の対象 

・人事評価制度や反映方

法等に関する質問・意見 

・相談者・評価者に対す

る指導・助言    等 

評価結果に係るものにつ

いては、一次評定者に連絡

した上で対応。 

苦情処理に係るものを除

き対応。 

苦 情 処 理

の体制 

人事担当課長等で構成す

る苦情処理委員会で対応 

管理部長等で構成する苦

情処理検討委員会で対応。

管理職は人事課で、監督署

以下の職員は局人事担当

課で対応（合議体による審

査なし。）。 

苦 情 処 理

の対象 

・評価結果に関する苦情

等 

   

・評価結果に関する苦情 

（かつ基準を下回った者

に限る。） 

・業務目標の設定に関する

苦情 

・二次評価の結果に関する

苦情 

・面談・評価結果通知等の

手続に関する苦情 

苦 情 処 理

手 続 の 

概要 

原則として 7 月末までに

申出書を提出（開示は５

～６月） 

→委員会事務局（人事課）

が受理し、事実確認及び

調書を作成 

→苦情処理委員会で審査 

し、審査結果を申出者及

び評価者に通知 

開示の日から 20日以内に

申出書を提出 

→職員課長等が受理し相

談者への面談及び所属長

等への事情聴取を実施 

→苦情処理検討委員会で

審議 

→審議結果を踏まえ、副区

長が対応を決定 

→副区長が職員課長等を

通じて申出者へ結果を交

付（その際、経緯等につい

て説明あり。） 

事実のあった日から 15日

以内に申出書を提出 

→人事課又は局人事担当

課（監督職以下）が受理し、

事実確認等を実施し、判断

→申出者へ申出日から 15

日以内に結果を通知 
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評価結果の任用への活用事例 

 

○昇任選考、昇任試験において活用（大阪府枚方市） 

職位等 ウェイト（平成２０年度の状況） 

主任   昇任選考 評価結果３０％、小論文７０％ 

係長   昇任選考 評価結果３０％、筆記４０％、小論文３０％ 

課長代理 昇任試験 一次：評価結果３０％、小論文７０％ 

二次：評価結果３０％、小論文３０％、面接４０％

 （注）評価結果は直近 1 年間の総合評価（能力評価）の結果 

 

○昇任・昇格基準として評価結果を活用（神奈川県横須賀市） 

職位 昇任・昇格基準（うち人事評価の取扱） 

主任級 ・能力評価の３年分の平均値が一定以上 

・特定項目の評価が上位区分（A）以上 

主査級 

 

・原則、能力評価の３年分の平均値が一定以上 

・特定項目の評価が上位区分（A）以上 
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成績降格の運用事例（岐阜県多治見市） 

 

○成績下位者のうち、過去４か年の勤務評定（人事評価）の結果を参考に、特

に勤務成績が優れないと認められる職員を「要指導職員」とし、本人及び所

属長に通知。 

○所属長（一次評定者）は要指導職員に対して、担当業務遂行上の留意点につ

いて示し指導育成する。 

 

成績降格等の運用

Ａ 成績上位者

Ｂ 成績中位者

Ｃ 成績下位者

要指導職員の指定

Ｃランク職員中過去4年の勤務評定を参考に

し、職務級を勘案して、特に勤務成績が優

れない職員「要指導職員」として指定する。

区分 判定者

管理職員 市長・副市長

一般職員 副市長・部長

所属長
（指導観察記録）

指導 要指導職員

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ－９

- 155 -



【最短ケース】 

○要指導職員として指定される職員に対して、次の勤務評定（人事評価）まで

に勤務成績が改善されない場合は、降格する旨を文書で予告（当該指定に意

義がある場合は、市長へ申立を行う。） 

なお、9月期の勤務評定（人事評価）は中間評価という位置付けのため、 

この段階での勤務成績をもって要指導指定解除は行わない。 

○降格予告を受けた職員が、1年後の勤務評定においても、さらに要指導職員

として指定された場合は、原則として分限処分として降格 

成績降格 最短ケース（4級職員／4月昇給）

評定時期等 判定 降格

19年度 2月期評定

3月末 降格予告

20年度 9月期評定

要指導指定解除は行わない

2月期評定

4月1日 降格3

級

４
級

異議有り

市長へ申立

三役

で協議

要
指
導

職
員

要
指

導

職
員

要
指
導

職
員

４
級

４

級
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評価結果の給与への反映事例（大阪府） 

 

（１）評価結果の給与への反映の概要 

 ○給与（昇給・勤勉手当）への反映にあたり、予算の範囲内で実施する

必要があることから、管理職・管理職以外の職員毎に５段階の給与反

映区分を設定。 

 ○ただし、絶対評価の結果で、人事評価における最上位の評価及び第二

上位の評価の全庁的な比率が、それぞれ給与における最上位区分及び

第二上位区分の予算の範囲（枠）内に収まらない場合は、同一評語に

おいても、より優秀な職員が相対的に高い処遇が受けられるよう、全

庁的な比率をベースに二次評価者毎に調整を行う。 

  

 

（２）相対化の作業スケジュール 

 

時期 内   容 

3月上旬 

 

 

3月中旬 

 

 

 

3月下旬 

 

 

5月中旬～ 

6月中旬 

 

6月 

12月 

1月 

二次評価結果の分布状況の確認（人事課） 

   

 

評価結果の分布状況に応じ、必要な範囲内での相対化を 

各二次評価者に依頼（人事課） 

 

 

二次評価者による相対化（上位区分該当者の選定） 

 

 

面談による評価結果及び昇給区分・成績率区分の開示 

 

 

評価結果の勤勉手手当の成績率への反映 

評価結果の勤勉手手当の成績率への反映 

評価結果の昇給への反映 
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Ｈ20
20名
1ページ

 【相対化作業事項】

① ＡＡ評価とした職員　   　名のうち、    　名を「最上位区分」に選出し、相対化後の欄に「最上位」と記入してください。

② Ａ評価とした職員　   　名のうち、    　名を「第二上位区分」に選出し、相対化後の欄に「最上位」と記入してください。

・昇給の相対化

③ Ｂ評価とした職員　 　  名のうち、着色している    　   名を除く       　名から    　   を「第三区分」に選出し、「相対化後（昇給）」の欄に

「第三」と記入してください。

・勤勉の相対化

④ Ｂ評価とした職員　 　 名のうち、  　   名を勤勉の第二上位区分に選出し、「相対化後（勤勉）」の欄に「第二」と記入ください。

⑤ 各区分ごとの適用者と人数を再度確認し、補職・氏名を記入した上で部局主管課に提出してください。

絶対評価 相対化後 絶対評価
相対化後

（昇給）

相対化後

（勤勉）
絶対評価

相対化後

（昇給）

相対化後

（勤勉）

1 ○○課 △△G ○○○○ Ａ 最上位 Ａ 最上位 最上位 Ａ 第二 第二

2 ○○課 △△G ×××× Ａ 第二 Ａ 第二 第二 AA 最上位 最上位

3 ○○課 △△G ○○○○ Ａ 最上位 Ａ 第二 第二 Ａ 第二 第二

4 ○○課 □□Ｇ □□□□ Ｃ
良好

（標準）
Ａ 第二 第二 Ａ 第二 第二

5 ○○課 ○○Ｇ ×××× Ｂ 第二 Ｂ 第三
良好

（標準）
Ａ 第二 第二

6 ○○課 ○○Ｇ ○○○○ Ｂ
良好

（標準）
Ｂ 第三 第二 Ｂ ※ 第二

7 ○○課 △△G △△△△ Ｂ
良好

（標準）
Ｂ 第三

良好
（標準）

Ｂ ※

8 ○○課 △△G ×××× Ｃ
良好

（標準）
Ｂ 第三

良好

（標準）
Ｂ ※

9 ○○課 △△G ○○○○ Ａ 最上位 Ｂ
良好

（標準）
良好

（標準）
Ｂ ※

10 ○○課 △△G ○○○○ Ｄ やや良好でない Ｂ
良好

（標準）
良好

（標準）
Ｂ ※

11 ○○課 □□Ｇ □□□□ Ｂ 第二 Ｂ
良好

（標準）

良好

（標準）
Ｂ ※

12 ○○課 □□Ｇ ×××× Ｂ 第二 Ｂ
良好

（標準）
良好

（標準）
Ｂ ※

13 ○○課 □□Ｇ △△△△ Ａ 第二 Ｂ
良好

（標準）
良好

（標準）
Ｂ ※

14 ○○課 □□Ｇ ○○○○ Ｃ
良好

（標準）
Ｂ

良好

（標準）

良好

（標準）
Ｂ 第三

15 ○○課 □□Ｇ □□□□ Ｃ
良好

（標準）
Ｂ

良好
（標準）

良好
（標準）

Ｂ 第三

16 ○○課 □□Ｇ ○○○○ Ｃ
良好

（標準）
Ｂ

良好
（標準）

良好
（標準）

Ｂ 第三

17 ○○課 ○○Ｇ ×××× Ｂ
良好

（標準）
Ｂ

良好

（標準）

良好

（標準）
Ｂ 第三

18 ○○課 ○○Ｇ △△△△ Ｂ
良好

（標準）
Ｂ

良好
（標準）

良好
（標準）

Ｂ 第三

19 ○○課 ○○Ｇ ○○○○ Ｂ
良好

（標準）
Ｂ

良好
（標準）

良好
（標準）

Ｂ 第三

20 ○○課 ○○Ｇ □□□□ Ｃ
良好

（標準）
Ｄ 良好でない 良好でない Ｂ ※

合計 1 名

合計 4 名

合計 5 名 以内

補職・氏名 課長 ○○　　○○ ㊞

最上位区分

第二上位区分（昇給）

第二上位区分（勤勉）

人
数

平成18年度 平成19年度

※昇給の相対化にあたっては、今年度評価がＢ評価の者のうち、18年度及び19年度の相対化後が「良好（標準）」に該当した者から選出してください。

※勤勉の相対化にあたっては、Ａ評価の者の扱いは昇給と同じですが、Ｂ評価については、今年度の実績を勘案して、第二上位とする者を選出してくださ
い。（昇給の第三区分と同じにしたり、又は第三区分とは違うようにしなければならない、ということではなく、純粋に今年度の実績等を勘案して選出してくだ
さい。）

氏　名

平成20年度
年度末

年　齢
補職 職員番号所属 グループ名

　部　局　名

　二次評価者 補職・氏名

○○課

上位区分該当者選定リスト

　所　属　名

◇◇◇部

年　度

被評価者総数

総ページ数

１ １

15 ９

15

６ ６

１

４ ４

 

（参考） 上位区分該当者の選定 （イメージ） 

人
事
室
か
ら
の
指
示
内
容
に
基
づ
き
上
位
区
分
該
当
者
を
選
定

 

１．全庁の評価結果の分布状況に応じ、人事室から各二次評価者に対し、下記「上位区分該当者 

リスト」を送付し、選定依頼を行います。 
 
２．依頼を受けた二次評価者は、氏名下の「相対化作業事項」に応じて、二次評価を行った職員 

のうちから、上位区分該当者を選定し、相対化後の欄に「最上位」または「第二」と記入 

してください。 
 
３．最後に、各区分ごとの適用者と人数を再度確認し、補職及び氏名を記入した上で、押印し、 

各部局主管課経由で人事室に提出してください。 

上記イメージでは、相対化の結果、 
 

※１ △△Ｇの××さんは、絶対評価は「AＡ評価」

で、給与反映区分は「最上位区分」となります。
 

※２ ○○Ｇの○○さんは、１９年度の相対化で「第

三区分」が適用されているため、20 年度は「第

三区分」は適用されません。 

※1 

※2 
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神奈川県（総職員数７５，９４５名） 

 

評価システムの現状（教職員、警察官を除く） 

  人事評価 

  開始時期  

平成１３年４月から実施（能力、意欲、実績について評価） 

（試行は１２年４月から実施） 

  能力評価  

      

○ 

  

管理職手当Ⅰ種受給者（部局長級）等を除く全職員に年１回実施 

基準日：１０月１日 評価期間：基準日前１年間 

  業績評価  

 

○

  

 

 

目標管理 

 

※ 

 

管理職手当Ⅰ種受給者等を除く全職員に年１回実施 

基準日：１０月１日 評価期間：基準日前１年間 

部局長については、部局長マニュフェストを作成し、人事評価システムとは別に、目標

管理を実施している。 

能  力  評  価 管理職手当Ⅰ種受給者等を除く全職員に実施   対象職員  

      業績評価(目標管理) 管理職手当Ⅰ種受給者等を除く全職員に実施（部局長のみ目標管理）

 評価者研修 

 

○ 

○ 

○ 

新任評価者研修 制度、評価方法及び事例演習を内容として実施 

新任観察指導者研修 制度、評価方法、事例演習及び面接技法を内容として実施 

評価者研修（部局主催、毎年） 評価のブレをなくすため、事例演習を中心に実施 

 評価基準の 

 公表 

○ 

○ 

庁内イントラネットにおいて、各職層の「期待し求められる水準（行動例）」等を公開

リーフレットを作成し、人事評価の仕組み、活用方法を被評価者に普及 

 面談の実施 

  

○ 

 

・観察指導者は、能力開発期の職員及び現業系の職員の場合にあっては全員、能力開発

期の職員は原則として、管理能力育成期の職員は求めがあった場合に面接を実施して

いる。 

・評価結果の開示（全員対象）時にも、人材育成の観点から助言指導を実施している。

・期首の面接において、具体的業務目標等について上司と確認し合うこととしているが

、書面では行っていない。 

 自己申告 

      

○ 

 

１年間の職務遂行状況について、３段階の自己評価を行い、自身の長所、今後の課題等

について自己観察書に記載し提出する。 

各評価項目（能力、意欲、実績）の評価要素ごとに、｢期待し求められる水準（行動例）

｣、｢５段階評価基準」に照らし、１～５の評価点をつけ、各評価項目の平均点を算出し

て各評価項目の「最終評価点」とする。 

最終評価点を「最終評価基準表」にあてはめ、Ｓ～Ｄの「最終評価」を決定する。 

助言指導者（職員の身近な上司）と観察指導者（職員および助言指導者の上司）による

「複数評価」を行っている。 

所属長による総括的指導、部局長による所属長に対する指示を行うことができる。 

被 評 価 者       一般職員（主事～副主幹） 本 庁 課 長 

助言指導者 主幹又は出先課長等 副部長又は副局長 

 

 

 複数段階の 

 評価 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

観察指導者 副課長又は出先部長等 部長又は局長 

 評価結果の 

本人への開示 

○ 

 

観察指導者は、最終評価点及び最終評価について、評価対象者が能力開発期の職員及び

現業系の職員の場合にあっては全員、能力活用期の職員は原則として、その他の職員は

申出があった場合に、開示通知書により開示する。 

Ⅲ－12
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 苦情に対処 

 する仕組み 

○ 

 

各部局総務課及び総務部人事課に苦情相談窓口を設置し、人事担当者を苦情相談員に指定

している。 

 任用管理への

活用について 

○ 各評価項目（能力、意欲、実績）の最終評価点のうち能力項目にウェイトを置いて総合評

価点（100点満点）を算出し、昇任昇格や適材適所の人事配置の基礎資料としている。 

 

人材育成への

活用について 

○ 能力等の到達度を絶対評価で評価し、記述評価と合わせて、職員の人材育成や能力開発に

効果的に結びつくように活用している 

・面接・ＯＪＴへの活用 日頃の指導のほか、助言指導記録を基に面接を実施し、自己啓

発や研修についてのアドバイスを行う。 

・開示に際しての活用 今後どのような点を伸ばしていく必要があるのか、そのためには

どのような取り組みが必要なのかなどについて具体的アドバイスを行う。 

・人事配置への活用 特に若手職員について、多様な職場や職務を経験させ幅広い視野を

養うなどのために、評価結果や所見等を活用している。 

昇給への活用

について 

○ 各評価項目（能力、意欲、実績）の最終評価点のうち実績項目にウェイトを置いて、総合

評価点（100点満点）を算出し、昇給区分の決定に反映させている（管理職手当受給者、

平成１９年１月から）。〈一般職員、平成２１年１月から〉 

勤勉手当への

活用について 

○ ・実績項目の最終評価点を活用し、勤勉手当の成績率の決定に反映させている（管理職手

当受給者、平成１５年１２月期から）。〈一般職員は、平成２０年６月期から〉 

 部局別・職層別に、点数順に成績率の区分（特に優秀〈10%以内(管手受給者は5%以内)

〉、優秀〈30%以内〉）を決定する。 

・成績上位者への配分原資は、良好区分（一般職員で△1.5/100）等の設定による。 

評価結果の部

局間調整等に

ついて 

 

・絶対評価を前提に、評価者研修等を実施して、評価者の目線合わせを行っている。 

・部局内においては、観察指導者の評価について、所属長指導や、状況により部局長の再評価

指示を行って、調整を図っているが、部局間の調整については、原則実施していない。 

一般行政職以

外の職種に対

する評価制度

について 

全職種で実施している。評価項目（能力、意欲、実績）は共通であるが、職層、職種により評

価要素が多少異なっている。 

その他 １９年度 

評価者数   １,９４４名 

被評価者数 １２,０１７名 
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愛知県豊田市（総職員数３，２３０名） 

 

評価システムの現状（一般行政職） 

  人事評価 

  開始時期  

平成11年４月から実施（主幹以上。目標管理含む。） 

その後対象を拡大し、平成18年度から技能労務職を除く全職種・職位に導入 

  能力評価  

      

○ 

  

全対象職員に年１回実施 

基準日：１月１日 評価期間：基準日の属する年度 

  業績評価  

 

○

  

 

 

目標管理 

 

○ 

 

全対象職員に年１回実施 

基準日：１月１日 評価期間：基準日の属する年度 

役割期待度（５段階）と組織期待度（３段階）により難易度を設定し、５段階で達成度を

評価。組織目標と個人目標のリンク、各目標のウェイト付けあり。 

能  力  評  価 技能労務職を除く全職員に実施   対象職員  

      業績評価(目標管理) （同上） 

 評価者研修 

 

○ 

 

年に２回実施。外部講師に委託し、前期は制度及び評価方法について、後期は講義・演習

・討議を交えた評価方法について研修を実施 

 評価基準の 

 公表 

○ 

 

庁内ＬＡＮにおいて職員が閲覧できるような仕組みを構築（教育保育職を除く） 

また、毎年マニュアルを作成して全職員に配布するとともに、研修に使用 

 面談の実施 

  

○ 

 

目標設定時、考課時に全対象職員に実施 

（期中では任意に進捗状況を確認） 

  自己申告 

      

○ 

 

能力・態度評価における項目毎に、目標管理における達成状況において実施            

            

５段階の絶対評価により実施。相対化は調整者により実施。     

         

被 評 価 者       （一般職員） 課  長 

第１次考課者 係  長 専 門 監 

第２次考課者 副 主 幹 調 整 監 

第３次考課者 課  長 － 

第１次調整者 専門監・調整監・部長 調整監・部長 

第２次調整者 総務部専門監 副 市 長 

 

 

 複数段階の 

 評価    

    

 

 

○ 

 

 

決定者 総務部専門監 市 長 

 評価結果の 

本人への開示 

○ 

 

考課結果は本人に対して通知。目標管理シート及び人事考課票については、本人の申請に

より開示。 

 苦情に対処 

 する仕組み 

 人事課や公平委員会で対応。 
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任用管理への

活用について 

○ 当該年度の人事考課結果の得点を基準に昇任、昇給候補者リストを作成。配置転換につい

ては、目標設定及び評価結果も参考にしながら異動作業を行っている。一般職員について

は、当分の間は昇給や賞与に反映しないが、係長級への昇任については考課結果を反映す

る。 

人材育成への

活用について 

○ 平成19年度から考課結果の低い職員を対象に職務遂行能力向上研修を実施。考課時の面接

を部下の指導・育成につなげるよう考課時期に考課者に対して研修を行っている。得意分

野等については、人事考課とは別に自己申告制度でも申告欄を設けており、別に行ってい

る。派遣研修については、チャレンジ精神の高揚を目的にほとんどが公募制となっており

、応募者のレポート等で選出している（人事評価結果は人選には直接的には用いていない

）。 

昇給への活用

について 

○ 査定昇給については、組合との協議の結果、現在は係長以上の適用となっている（一般職

員はジョブローテンションの期間中であるため対象から除外。）。また、８号及び６号の

昇給は、管理職では毎年可能となっている。係長級で４年に１回となっている（係長級な

らば、４年のうち６割の者は頑張ればチャンスがあることになる。）。 

勤勉手当への

活用について 

○ 勤勉手当の成績反映部分については、職位に応じて３％～0.5％を原資とし、また、成績

率の傾斜についても、管理職は高く、係長は低く設定している。その結果、部長級では最

大 30 万円の差がつくが、係長級では２～３万円程度の差になっている。勤勉手当につい

ては昇給と異なり、いわゆる「持ち回り」の運用はしていない（＝成績優秀者は毎回Ａも

あり得る。なお、平成 17年度に６町村と市町村合併を行ったが、旧出身母体に関わらず、

平等に処遇している。）。 

評価結果の部

局間調整等に

ついて 

各部局で絶対評価を相対評価に置き換える１次調整を行い、総務部（人事課）で２次調整を行

っている。２次調整は部局ごとの評価幅のバラツキを修正している。部局間の評価結果の相対

化については、第２次調整時に人事課で各部局の 1位の者の序列を決定し、そこから２位以下

がぶら下がるようになっている。その結果、例えば 100人の職員に対して 100 番までの順位付

けができあがる。なお、部内での相対化は調整監（部長級）が 1次調整で実施（人事だけでな

く予算などについても調整権を有する。）。 

一般行政職以

外の職種に対

する評価制度

について 

・教育保育職（目標設定については同様の仕組みとなっている。能力・態度考課については、

教育保育職用の設定となっている） 

・医療職（市民病院がないため、４名なので行政職と同様に実施） 

その他 評価結果の反映に当たっては、目標管理・能力・態度のウェイトを反映対象によって変えてい

る。例えば、係長級なら、目標管理（業績考課）のウェイトは、勤勉手当なら４割、昇任・昇

給なら２割（→８割は能力・態度なので、頑張る姿勢を示せば昇任）。この一因には、目標管

理の評価の判定が非常に難しいということが挙げられる。 
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岐阜県多治見市（総職員数１，００２名） 

 

評価システムの現状（一般行政職） 

  人事評価 

  開始時期  

平成９年10月「多治見市職員勤務評定要綱」策定。 

平成１３年度から全職員（医師職を除く。）一斉に導入（試行期間なし） 

  能力評価  

      

○ 

  

全職員を対象に年２回実施。 

基準日：９月末（評価期間：前６ヶ月分を評価） 

    ３月末（評価期間：前１年分を評価） 

  業績評価  

 

○

  

 目標管理 ○ 

全職員を対象に年２回実施 

基準日：９月末（中間期） 評価期間：４月１日～９月末日 

基準日：３月末（期末時） 評価期間：４月１日～３月末日 

能  力  評  価 全職員に実施   対象職員  

      業績評価(目標管理) （同上） 

 評価者研修 

 

○ 

 

能力・態度評定の公正・公平性を確保するために、年１回、管理職（６級）昇任年度にお

いて、外部講師によるケーススタディを中心とした評定者研修を実施（勤務評定マニュア

ルを使用）。新規採用職員に対しては、採用時に目標管理制度を理解させるための研修を

実施。 

 評価基準の 

 公表 

○ 

 

目標管理マニュアルにおいて達成度の決定基準を公表。 

 面談の実施 

  

○ 

 

目標設定時、中間期（進捗状況確認時）、期末時の面談を全職員に対して実施。 

  自己申告 

      

○ 

 

目標設定時の面談において目標の難易度等を自己申告。中間期及び期末時の面談において

達成度を自己申告。                 

実績評価：５段階で評価  能力・態度評価：７段階で評価 

また、組織目標（兼管理職個人目標）の設定時及び評価時に、三役及び各部長による全庁

的な確認会議を行うことで、各部の評定のばらつきが生じないよう工夫。 

被 評 価 者       一般職員（５級以下）     課  長 部  長 

第１次評定者 課 長 等 部 長 等 副 市 長 等 

 

 

 複数段階の 

 評価 

 

 

○ 

 

第２次評定者 部 長 等 副 市 長 等   市  長 

 評価結果の 

本人への開示 

○ 

 

開示を希望する本人に対しては、評価シートそのものを閲覧させている（評定も併せて開

示されることになる）。 

 苦情に対処 

 する仕組み 

○ 

 

評価結果に基づき成績降任及び昇給延伸を行う際は、その対象者に指定されたことについ

て、その事実を知った日から30日以内に市長に対し、文書により意見を述べることが可能

。市長、副市長及び教育長は、上記意見について、協議のうえ、これに対する措置を決定

。降任は分限処分につき、公平委員会へ申し立て。 
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 任用管理への

活用について 

○ １ 昇任試験への反映 

昇任試験において、配点割合を定め反映している。 

２ 昇任管理への活用 

 昇任試験を実施しない職務級への昇任（特に副主幹級（５級））については、過去４年

間の勤務評定の結果を参考に選考している。 

３ 評価結果に基づいた成績降任及び昇給延伸（平成１６年３月から運用開始） 

・過去４年の勤務評定が特に優れないと認められる職員を「要指導職員」に指定し、本人

及び所属長に通知 

・１年間に１度「要指導職員」として指定された場合は、区分をＥ判定とし、昇給を０号

給とするとともに、次の勤務評定時までに勤務成績が改善されない時は、降格させる旨を

予告 

・降格予告を受けた職員が、更に１年後の勤務評定において要指導職員に指定された場合

は、分限処分として1級下位の職務の級に降任させることとしている。平成１９年度に、

今まで総括主査以上であった対象を全職員に拡大。２０年度に２名降任。 

・要指導職員の指定にあたっては、勤務評定結果に基づくというものの、機械的・画一的

に抽出するものではなく、個別に十分検討し、２次評定者の意見を聴きながら行っている

。 

人材育成への

活用について 

○ 年３回の面談時（目標設定、９月期評定、２月期評定）において、目標の進捗状況や業務

の改善点等について上司が部下と話す機会があり、その内容を踏まえて、各職場内でＯＪ

Ｔを行っている。研修派遣（国・県等）の指名については、制度化されたものではないが

評価結果を参考としている。 

昇給への活用

について 

○ 評価結果を人員分布率を定めた上で昇給区分に反映させている。 

 

勤勉手当への

活用について 

○ 職種ごと、部ごとに「Ｓランク（特に優秀）：全体の１０％程度の目安」、「Ａランク（

優秀）：全体の３０％程度の目安」、「Ｂランク（良好）：全体の６０％程度の目安」、

「Ｃランク（要指導職員）：」に４区分している。 

評価結果の部

局間調整等に

ついて 

２次評価者において、相対化を行っている。部局内での調整を行っているため、部局間での調

整（人事課による調整）は行なわない。 

一般行政職以

外の職種に対

する評価制度

について 

・医師を除く全職員、全職種で実施している。能力評価シートについては、各職種ごとのシー

トを作成し使用している。 

その他  
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埼玉県越生町（総職員数１１２名） 

 

評価システムの現状（一般行政職） 

  人事評価 

  開始時期  

平成12年から勤務評定を、平成18年から人事評価を実施。 

  能力評価  

      

○ 

  

全職員に年４回実施（３月に１回）。職位及び能力評価を実施。 

基準日：１月１日、４月１日、７月１日、１０月１日、評価期間：前３ヶ月分を評価 

  業績評価  

 

○

  

 

 

目標管理 

 

○ 

 

全職員を対象に年１回実施 

基準日： ４月 １日 評価期間： ４月１日～３月３１日 

※中間に実施状況を確認、異動等があった場合に目標の調整・変更を行う。 

能  力  評  価 全職位に実施   対象職員  

      業績評価(目標管理) 全職位に実施 

 評価者研修 

 

○ 

 

年に１回実施。評価方法についての説明及び評価の平準化について説明。課の職位別の平

均点等を公表。 

 評価基準の 

 公表 

○ 

 

評価基準等を職員全員に配布し、周知する。また、年１回被評価者研修を実施。能力評価

及び業績評価についての説明及び作り方について説明する。 

 面談の実施 

  

○ 

 

目標設定時、進捗状況確認時、期末時の面談は全職員を対象に実施 

（ただし、期中における面談は、目標等の変更をする場合。） 

  自己申告 

      

○ 

 

自己申告書を毎年１回、11月中、副町長に提出している。                      

５段階の評価により実施 

職位別に評価を行う。 

 

被 評 価 者       主査以下の職員 課  長 

第１次評価者 グループ長（主幹、課長補佐） 副町長又は教育長 

 

 

 複数段階の 

 評価 

○ 

第２次評価者 課長（参事、専門監） － 

 評価結果の 

本人への開示 

○ 

 

本人の申し出により、合計点のみ公開する。 

 苦情に対処 

 する仕組み 

 一般的な疑義については、総務課長に申し立てを行う。 
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 任用管理への

活用について 

○ 昇任試験において、試験結果と評価結果を活用している。 

 

人材育成への

活用について 

○ 評価結果のフィードバック面談を行う際に、適切なコメント、指導、助言を行うようにし

ている。また評価結果に応じ、必要な研修を行えるようにしている。また、特に評価が低

い職員については、再教育又は要指導職員として指定し、教育・指導を実施、必要に応じ

て降格等の処分も行う。 

 

昇給への活用

について 

○ 上位の昇給区分に関しては割合を定めており（Ａ評価８号給５％以内、Ｂ評価６号給２０

％以内）、職位ごとに割り振る。副町長において、最終調整を行っている。下位の昇給区

分については、特に割合は定めていない。 

 

勤勉手当への

活用について 

○ 成績率への反映について、５％を原資として成績上位者へ反映している。上位区分につて

は割合を定めているが（Ａ評価５％以上、Ｂ評価３０％以上）、下位区分についての割合

は定めていない。なお、評価区分により、Ａは、＋４万円、Ｂは、＋２万円、Ｄは、－２

万円、Ｅは、－４万円という金額により実施している。 

 

評価結果の部

局間調整等に

ついて 

 

副町長において、各課間の調整を行っている。 

一般行政職以

外の職種に対

する評価制度

について 

・他の職種を置いていない。 

その他 
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民間企業における人事評価の事例 

１．ハウス食品株式会社の事例 

人材育成への活用に役立つ人事評価を目指して、それまでの職能資格制度を廃止し、新しい評価

手法を 2007 年から導入した。具体的には、ハウス食品の行動基準に基づいた行動を行っているかど

うかの評価である「コンピテンシー評価（行動評価）」と、社員一人ひとりが設定した目標達成度を評価

する「業績評価」を併せて「成果評価」とし、処遇等に活用している。 

ES

E1

E2

E3

E4

E5

E6

C1

C2

CS

L1

L2

L3

L4

｝

E職群／エキスパート C職群／クリエーター

L職群／リーダー

L職群／リーダー
リーダーシップ・高度専門性を発揮し、
経営資源を効果的に活用する事で新
しい企業価値を創造する。

E職群／エキスパート
自ら技能・知識を習熟し、計画やルー
ルに基づき、業務の効率化、品質の向

上を追求する。

C職群／クリエーター

幅広い仕事領域や専門分野におい
て、広い視野で創造性を発揮し、自ら
変革に挑戦する。

各職群の定義

職群転換

（職群転換審査による認定制。E3～ESが対象）

チャレンジ制チャレンジ制

※チャレンジ制とは、チームマネージャー
資格を得るために自ら手を挙げ、チャレン
ジする制度
※ES、CSは各職群の最上位等級（チーム

マネージャー）

職群転換

職責者

一般社
員

 

出典：財団法人労務行政研究所「労政時報」第 3726号（2008年 5月 23日発行）より作成 

図 0-１ 職群別資格等級フレーム（ハウス食品株式会社） 

 

表 0-１ ハウス食品株式会社の事例まとめ 

項目 内容 

●人事評価制度の運用  

  ・対象者 全社員 

  ・年間の実施サイクル 年間一回。 

●コンピテンシー評価と業績評価  

  ・コンピテンシー評価の実施方法 

L 職群： 

多面評価（360 度評価）による行動評価の実施。 

 

E 職群、C 職群： 
「ハウス行動モデル」に基づいて、職群・等級ごとに作成された「ハウス行動モデル振り

返りシート」をもとに、上司（評価者）と部下（被評価者）が話し合いながら、各項目につい

て四段階で評価する。 

 

 

 
・業績目標の設定方法と評価 

方法 

 

 

 

職責者（L 職群、ES、CS）： 

毎年度トップから各部署に与えられる事業方針にしたがって、それぞれの管轄部署の業

務目標を「業績目標マトリクス」に記入。目標を立てる際には、成果責任領域としての 7
つの項目ごとに、「何を」「どこまで」「どうするのか」について、具体的に記入する。 

職責者が設定する目標については、全社の中期経営計画との整合性などについて経

営企画室でチェックされ、進捗管理についても経営企画室が関与する。「目標マトリク

ス」の達成度が業績評価そのものとして取り扱われる。 
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項目 内容 

 

・業績目標の設定方法と評価 

方法（続き） 

一般社員（E 職群、C 職群除く CS、ES）： 

「業績目標チャレンジシート」に、個人の業績目標とその達成レベルと達成までのプロセ

ス（スケジュール、手段、方法）を具体的に記入し、各目標のチャレンジ度（チャレンジす

る目標としてレベルが高いか）を設定する。同時に、全目標の合計が 100％になるよう、

各目標にウェイト付けを行う。目標設定後は、定期的な面談による本人評価と上司評価

を行い、期末評価で目標ごとに六段階評価（S、A、B、B-、C、D。標準は B）で判定。 

  ・両評価方法のウェイトなど運用
に関する考え方（Ｌ職群以外） 

コンピテンシー評価・業績評価を合わせた成果評価を、100 点満点になるよう得点化す
る。得点化の際の両評価のウェイト付けは以下のとおりであり、特にチームマネージャ

ー（ES・CS）については業績評価、Ｅ職群については、コンピテンシー評価の結果が重

視される。 

コンピテンシー評価

ES・CS

C1・C2

E1～E6

40％

50％

60％

×

業績評価

ES・CS

C1・C2

E1～E6

60％

50％

40％

×

＋

 

出典：財団法人労務行政研究所「労政時報」第 3726号（2008年 5月 23日発行）より作成

  ・一般社員層の評価の手順 

評価はまず課内で行い（本人評価、一次評価、二次評価）、その後同一部内の課長によ

る調整を行う（部署内ミーティング）が、部を超えた調整は行わない。部署内評価ミーティ
ングにて、調整と同時に最終的な成果評価を七段階評価で決定し、被評価者に対して

フィードバック面談を行う。 

最終評価（部署内評価ミーティング）

評価 ⅠⅡⅢ-ⅢⅢ+ⅣⅤ

高 低

成果評価のフィードバック面談

二次評価（課長）

一次評価（チームマネージャー）

本人評価

評価結果は七段階でつける。

 

出典：財団法人労務行政研究所「労政時報」第 3726号（2008年 5月 23日発行）より作成

●評価結果の活用  

  ・任用（昇任・配置転換） 
昇任については、成果評価をもとに審査（職群転換については、職群転換審査で認めら

れた場合のみ可能）。 

  ・給与（本俸・賞与） 

職責者（L 職群、ES、CS）： 

・ 前年度の成果評価をもとに決定。 
・ 年収を基本賃金（12/17）と賞与（5/17）で構成（年収設計については、役割部分

60％、資格部分 40％）。 

・ 役割グレードごとの標準年収と年収の上限額・下限額を設定。 

・ 賞与についても、同じ役割グレードで同じ資格であれば、年齢・勤続年数に関係な

く同じテーブル表を用いて金額を決定。 

 

一般社員層： 

（Ｅ1～Ｅ6） 

・ 前年度の成果評価をもとに決定。 

・ 基本給は基礎給（勤続年数により昇給）と能力給（上下限を設定した積み上げ型）

で構成。 

・ 賞与の配分比率は基本給比 80％に対し成果部分 20％。 
（Ｃ1～Ｃ2） 

・ 前年度の成果評価をもとに決定。 

・ 能力給のみで構成（賃金表によって管理される）。 

・ 賞与の配分比率は基本給比 70％に対し成果部分 30％。 
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２．株式会社ホテルオークラ東京の事例 

能力×業績を価値基準と定めており、これによって社内ポジショニングを決定し（資格制度）、評価

し（評価制度）、報いて（賃金制度）いる。評価制度に関しては、能力評価については職能資格制度、

業績評価については目標管理制度を導入している。両評価ともに評価用ガイドラインが作成され、随

時更新されている。 

S2

S1

ME3

ME2

ME1

M3

M2

M1

※管理職層における経

営管理職（Ｍ職群）は組

織管理、専門職群（ＭＥ

職群）は個人の技能によ

る業績への貢献が求めら

れる。

※一般社員層は全部で

6つの職能クラスに分か

れており、クラスが高くな

るほど要求される能力が

高度になる。

管理
職層

一般社
員層

R2

R1

J2

J1

専門職 経営管理職

Senior

Regular

Junior

 

出典：日本経団連出版、「最新成果主義型人事考課シート集」（2003年）より作成。 

図 0-２ 職群別資格等級フレーム（株式会社ホテルオークラ東京） 

 

表 0-２ 株式会社ホテルオークラ東京の事例まとめ 

項目 内容 

●人事評価制度の運用  

  ・対象者 全社員。 

  ・年間の実施サイクル 能力評価は年一回、業績評価は年二回。 

●能力評価と業績評価  

  ・能力評価の実施方法、評価シート 

現業部門の職務体系へのなじみやすさと、人材内部調整やキャリ

アパスに関する自由度の必要性から、職能資格制度による運用

を行っている。 

職能別・職種別に基準書があり、それに基づいて評価。年一回、

所属長が所属スタッフ全員の判定を行う。 

運用上の留意点として、各基準書の記載内容（項目、レベル）が

業務の実態と乖離し形骸化しないよう毎年度メンテナンスを実施。

 

管理職層： 

経営管理職コース（上図におけるＭ職群）では組織管理を通じた

業績貢献を、専任職コース（上図におけるＭＥ職群）では個人の技

能による業績貢献を能力要件とする。 

基準書は両コースで共通。 

 

一般社員層： 

共通職能基準書、職種別職能基準書を作成し、現業部門では職

種別、企画・管理部門では業務変更などに耐えうる柔軟な設計と

して、共通の基準書を運用している。 
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項目 内容 

  ・業績評価の実施方法、評価シート 

人件費管理の観点から会社業績とスタッフへの人件費分配を連

動させるため、目標管理制度による運用を行っている。 

評価は半期ごとに一回ずつの年二回、所属長を中心に面談によ

り行う。面談は、期初（目標設定時）、中間（進捗確認）、期末（実

績評価）が義務付けられている。 

また、実態に即した制度のカスタマイズを目的に、常に現場をモニ

タリングしている。 
 

管理職層： 

評価対象を目標達成度（結果）に限定して職責を追求。 
 

一般社員層： 

目標達成度とともに行動実行度（プロセス）を個人で評価。チーム

型適用スタッフに関しては、チーム目標の達成度をこれに追加。 

●評価結果の活用  

  ・能力評価、業績評価と昇給・昇格・賞与の関係 

能力評価結果は一般社員層の昇給・昇格と管理職層の昇格に反

映。業績評価結果は、全社員の昇給・昇格・賞与に反映。 

能力評価

業績評価

昇給

昇格

賞与

昇給

昇格

賞与

［一般社員層］ ［管理職層］

 

出典：日本経団連出版、「最新成果主義型人事考課シート集」（2003

年）より作成 

  ・任用（昇任・配置転換） 
管理職層・一般社員層ともに昇格年度の能力評価と過去三年の

業績評価を適用（ただし昇格には三年の滞留年数が必要）。 

  ・分限（降格・降給） 
管理職の場合には、前期一年の業績評価のみで業績給を決定す

るため降給の場合もある。 

  ・給与（本俸・賞与） 

基本給： 

管理職層は業績給（各資格区分で標準額を中心に金額を上下に

設定し業績評価と直結した方式）で決定。 

一般社員層は職能給（資格区分ごとに下限から上限まで金額を

段階設定し、能力制度と連動した累積式の給料）で決定。 
 

昇給： 

一般社員層では、昇給年度の能力評価と前期一年の業績評価を

もとに獲得号棒数（0 号～8 号。最低は 0 号で昇給なし）で決定。

管理職では業績評価のみで決定。 
 

賞与： 

年 2 回の定期賞与と、会社業績に連動して支給する成果配分（期

末）賞与があり、管理職層・一般社員層とも算定基礎額は基本給

である。 

管理職層、一般社員層ともに半期ごとの業績評価で決定。個人支

給格差は、管理職層で±60％、一般社員層では±20～±40％

（職能クラスによって異なる）。 
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